
建 設 工 事 入 札 参 加 資 格 審 査 申 請 書 

平 成 3 0 年 0 1 月 3 0 日
 平成28年度において、さぬき市で行われる建設工事に係る入札参加資格の審査を申請します。
なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しないことを誓約します。

資格審査申請先の長

殿

ス ズ キ グ ミ
※法人の場合、(株) 、(有)等、法人の種別にフリガナを記入する必要はありません。

（ 株 ） 鈴 木 組
※法人の場合、（株）○○組等と記入し、この場合括弧は１文字分として扱ってください。

1 1 法人  ２個人

※法人の場合は１を、個人の場合は２を記入してください。以下同じ要領

代 表 取 締 役

鈴 木 太 郎

※姓と名を１文字分空けてください。

郵便番号 7 6 0 － 8 5 7 0

香 川 県 高 松 市 番 町 4 － 1 － 1 0

TEL 0 8 7 － 8 3 2 － 3 5 0 7 ※例:087-831-1111 FAX 0 8 7 － 8 3 2 － 3 5 0 8

1 （ １ 香 川 県 知事 ２国土交通大臣） 第 0 0 1 2 3 4 号 ※許可番号は右詰で記入し、空カラムは０を記入

平 成 2 7 年 0 6 月 0 9 日

法的再建手続 1 １ 無  ２ 有 （ １ 会社更生法  ２  民事再生法 ) 平 成 年 月 日

平 成 年 月 日

経審審査基準日 平 成 2 8 年 1 0 月 0 1 日

経審結果通知書 1 １ 受領済  ２ 請求中

ISO９００１ 1 １有２無(有効期間満了日 平 成 3 0 年 0 4 月 3 0 日 平 成 年 月 日)

ISO１４００１ 1 １有２無(有効期間満了日 平 成 3 0 年 1 0 月 3 1 日 平 成 年 月 日)

9 0 0 0 千円

連絡先部課名 本 社 総 務 部 建 設 第 2 課

連絡先担当者名 香 川 建 ※姓と名を１文字分空けてください。

連絡先TEL 0 8 7 － 8 3 2 － 3 5 0 7 ※例:087-831-1111 

連絡先の ｓ ｃ ｈ ｇ ｃ 2 ＠ ｐ ｒ ｅ ｆ ． ｋ ａ ｇ ａ ｗ ａ ． ｊ ｐ

E－MAIL

※行政書士が代行する場合に必要。行政書士が記入してください。

行政書士名 高 松 次 郎

所在地 香 川 県 高 松 市 林 町 2 2 1 7 － 1 5

TEL 0 8 7 － 8 6 8 － 9 9 0 5 ※例:087-831-1111 

商号・名称カナ

※業種追加、般・特両方保有の場合等により、許可年月日が異なる場合は最も古いものを記入

代表者氏名

商号・名称

所 在 地 ※都道府県名から記入してください。県内企業も香川県から記入し、「丁目」「番」「号」については－（ハイフン）を使用してください。また「大字」「字」の表記は
省略し、ビル名も記入する必要はありません。例 香川県高松市番町４－１－１０  以下同じ要領

許可番号

申請区分

新規 営業所変更 業種追加

※この申請内容の全てを説明できる者とします。なお、連絡先部課名は所属営業所名から記入してください。例：本社総務部総務第２課、  大阪支店営業部建設課

機械・運搬具の
保有残高

代表者役職

法人・個人

※1桁の場合、06、09等と記入してください。例：平成27年6月9日→平成27年06月09日 年月日の記入については以下同じ要領
許可年月日

※県内業者のみ記入。
※貸借対照表（変更届書様式15号、個人は様式１８号）の有形固定資産欄の機械・運搬具の額（減価償却累計額控除後）を
記入
※右詰で記入してください。金額の記載方法については以下同じ要領

更新審査
（予定）日

更新審査
(予定）日

申立日

計画認可日

※審査基準日が平成28年10月1日～平成29年9月30日（県内）
平成28年9月1日～平成29年8月31日（県外）までのものを記入してください。

印

申 請 者
さぬき市長 大 山 茂 樹

貸 借 対 照 表
資産の部

：：：：
有形固定資産

機械・運搬具 １０，０００

減価償却累計額 △１ ，０００ ９，０００

行 政 書 士

担 当 者

法人の種類は次の略号で記入すること。（個人企業は略号記入無）

（株）：株式会社 （有）：有限会社 （資）：合資会社 （名）：合名会社

（同）：協同組合 （業）：協業組合 （企）：企業組合 （財）：財団法人

※個人の場合は代表者を記入すること。

E-MAILアドレスを保有していない場合は記入す

部課がない業者は、法人の場合は本社又は本店と記

入し、個人の場合は本店と記入してください。

職印

平成29年12月1日現在で有効期間が満了している場合に

おいて、既に更新審査を受けている場合又は、まだ更新審

査を受けていないが、審査機関の審査の日程が決まって

いる場合に記入してください。

県（大臣許可業者は県を経由し四国地方整備局）に提出する変更届出書の中にあります。

濁点のあるカナは１文字で記入。以下同じ

県外業者は記入の必要はありません。

いずれかを○で囲むこと。



県コード

1

郵便番号 7 6 0 － 8 5 7 0 TEL 0 8 7 － 8 3 2 － 3 5 0 7

FAX 0 8 7 － 8 3 2 － 3 5 0 8

所 在 地 香 川 県 高 松 市 番 町 4 － 1 － 1 0

支店・営業所カナ ス ズ キ グ ミ タ カ マ ツ エ イ ギ ョ ウ シ ョ

支店・営業所 （ 株 ） 鈴 木 組 高 松 営 業 所

受任者役職 営 業 所 長

香 川 三 郎

※姓と名を１文字分空けてください。以下同じ要領

  申  請  営  業  所  調  書  

受付番号

営業所(1)

受任者氏名

※商号・名称カナを記入した後、１文字空けて、支店・営業所カナを記入してください。例：スズキグミ　タカマツエイギョウショ

※入札参加資格審査申請書の所在地欄と同じ要領で記入してください。

※商号・名称を記入した後、１文字空けて、支店・営業所を記入してください。例：（株）鈴木組　高松営業所

営 業 所

契約締結等の権限

を委任する営業所がある場合に提出

［さぬき市に対して申請する業者の方へ］

①さぬき市の場合、申請できる営業所数は、本店・支店等のうち、いずれか１カ所に限ります。

建設工事の請負にかかる見積り・入札・契約締結権限を営業所に委任する場合には、本様式に、委任する営業所の情報を記
入したうえ、申請業種等調書（A)を作成してください。
営業所に上記権限を委任しない場合、本様式を作成する必要はありませんので、入札参加資格審査申請書を作成後、申請業
種等調書（A）を作成してください。

（注意！）
支店・営業所カナ、支店・営業所については、この記入例のよう
に商号名称を記入したうえ、１文字空けてから支店・営業所を記
載してください。





（申請業種）

　 　 　 　
　 　 　 　 　 　
　 　 　
　 　 　 　 　 　 　

1 1 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

0 1 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　
　 　 　　　 　 　 　 　 　 　

※県 内 在 住 の 香川県内の本店・営業所で建設業に従事する資格者の人数を記入 1級＝１級土木管理技士、１級建築士等 ２級＝2級土木施工管理技士、2級建築士

    資     格     者 、第１種電気工事士、１級技能士等

※ ほ  装  工  事   ほ装工事を申請する場合、舗装施工管理技術者（29.12.1日現在において香川県内の本店・営業所において建設業に従事する有資格者数）を級別に下段に記載すること。

※最高工事高  記入の必要はありません。

解体

申  請  業  種  等  調  書  （A)

金      額
最高工事高（消費税込 単位：千円）※

1

県内在住の資格者※
１級 ２級

0土木

業 種 名
○を記入

申請業種

1

大工

2建築

左官

とび

石

屋根

電気

管

タイル

鋼構

消防

機器

熱絶

電通

造園

鉄筋

浚渫

板金

水道

さく井

建具

ガラス

塗装

防水

内装

清掃

○

○

団     体     名   ／工       事       名

○ 00

　 　

　

　　　　 　

　 　 　 　 　

　

年度

　 　　 　　　

　　

　　

　　

○ほ装 ※

さぬき市に申請する場合、６業種（土木一式、建築一式、電気、管、ほ装、水道施設）について
は経営事項審査における平均完成工事高が５００万円未満の場合には、その業種の申請を行
うことができませんのでご注意ください。
経営事項審査における総合評定値通知書の平均完成工事高で予めご確認ください。
なお、総合評定値通知書が届いていない場合は、経営事項審査の申請時に提出した別紙１工
事種類別完成工事高の欄から平均完成工事高を計算してご確認ください。

さぬき市に申請する場合、8業種（とび、鋼構造物、塗装、機械器具、電気通信、造園、建具、
解体）については経営事項審査における平均完成工事高が０の場合には、その業種の申請を
行うことができませんのでご注意ください。

申請業種について、技術者がいない場合は必ず０を記入


